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地域の音と振動

１．新聞記事から

　熊本日日新聞　平成 13（2001）年 10 月３日付け　朝刊より

・法政大学船橋教授の報告書は，下記のホームページから閲覧

可能。

http://prof.mt.tama.hosei.ac.jp/̃hfunabas/prof/policy

/shinkansen2001k.htm

２．地域の音環境（参考文献［２］を参照。）

２．１　音環境の管理

地域の音環境の管理：

　およそ音にかかわる人間の諸活動すべてについて，音への配慮をきめ細かくなしていくこと

であり，そのような社会システムを作り上げること。

　次の５つのレベルで捉える考え方がある。

①意識・感性レベル（音を通じて地域の文化や意識を引き出す）

②活動レベル（音や音環境の保全・活用を通した活動プログラムの展開，ソフト整備）

③環境計画レベル（音そのもの，または音に影響のあるものに考慮した環境計画）

→　音環境に配慮した土地利用計画，造成計画，ランドスケープデザイン，修景計画
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④空間設計レベル（音そのもの，または音に影響あるものに関する建造物や施設などの設計）

→　音環境に配慮した建造物や施設の設計，建築物内の音のゾーニング

⑤音響レベル（音そのものを取扱い，地域性を踏まえたうえでの，音の削減や付加を計る）

２．２　望ましい音環境

　望ましい音環境は，以下のような状態と考えられる。

①社会的に騒音公害と認知された音がない（静穏性の確保）。

②安眠，思索，くつろぎ，仕事，団らんなど諸々の生活や活動の場にふさわしい音環境の多様

性が保証されている（多様性の確保）。

③聞きたくなければ消したり容易に逃げ出すことが可能である（防御・逃避の容易性）。

④伝統や文化に根ざした「音」が自然な形で継承されている（歴史性・伝統性の尊重）。

⑤新しい都市文化に付随して生じた音が，ごく自然に受け入れられている（現代性・文化性の

尊重）。

２．３　望ましい音環境実現のための計画

　環境計画の中の音環境は，以下のように位置づけられる。

①伝統的，歴史的「音」あるいは「音環境」を守り育てる。

②社会的に望ましくない音（法律や条例上の騒音など）を除去する。

③快適な「音環境」の創造を図る。

表　空間の種別と音環境計画の考え方（出典：参考文献［２］，p.７）
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３．地域の騒音

騒音＝「聞いた人が好ましくない，もしくは望ましくないと思う音」（物理的要素だけでなく，

│　　主観的・心理的な要因も関与している。）

│ 具体的には，

│ ①大きすぎる音，②音質の不快な音，③思考・作業・睡眠などの生活の妨げになるよ

│ うな音，④感情的に嫌悪感を抱く音，⑤音が出てはいけないところで出る音，など。

│

├─　外部騒音＝「航空機，交通機関，工場，工事現場などのように建物外部から侵入してく

│　　　　　　　る騒音」

└─　内部騒音＝「設備，工場の機械，人声など建物内部で発生する騒音」

⇔「静けさ」とは？

→自然との対話の中で感じるような静けさ。

→→定量的（理性的）であり，感覚的（感性的）であり，心理的（悟性的）なものかも。

　　⇒参考文献［８］も参照のこと。

３．１　騒音源

・航空機騒音

・鉄道騒音

・道路交通騒音（自動車交通騒音）

・工場や作業場騒音

・建築作業騒音

・近隣妨害（近隣騒音とも言う。生活騒音を含む。）

３．２　音源の形状

・点音源：航空機の騒音のように，音源までの距離が十分に遠く，点とみなされるものを点音

源と呼ぶ。

・線音源：車が絶え間なく通っている道路は，道路全体を音源と見なすことができ，このよう

なものを線音源と呼ぶ。

・面音源：広範囲にわたる騒音源，例えば，広い工場全体が騒音源である場合などは，面音源

と呼ぶ。
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３．３　音源の時特性

　騒音は，その時特性（時間的な変化の特徴）により，次のように分けられる。

音の断続性⇨連続音，断続音，間欠音

音のレベル変化⇨定常音，変動音，衝撃音

→　両者を組み合わせて，連続音の定常音などと呼ぶ。

３．４　騒音規制法（昭和 43 年法律第 98 号）の概要（最終改正：平成 12 年５月 31 日法律第

91 号）⇒注）以下，３．７までの法律などについては，参考文献［９］を参照。

（１）目　的

　騒音規制法は，工場及び事業場における事業活動並びに建設工事に伴って発生する相当範囲

にわたる騒音について必要な規制を行うとともに，自動車騒音に係る許容限度を定めること等

により，生活環境を保全し，国民の健康の保護に資することを目的とする。

（２）工場・事業場騒音の規制

　騒音規制法では，機械プレスや送風機など，著しい騒音を発生する施設であって政令で定め

る施設を設置する工場・事業場が規制対象となる。

　具体的には，都道府県知事等が騒音について規制する地域を指定するとともに，環境大臣が

定める基準の範囲内において時間及び区域の区分ごとの規制基準を定め，市町村長が規制対象

となる特定施設等に関し，必要に応じて改善勧告等を行う。

（３）建設作業騒音の規制

　騒音規制法では，くい打機など，建設工事として行われる作業のうち，著しい騒音を発生す

る作業であって政令で定める作業を規制対象としている。

　具体的には，工場騒音と同様に都道府県知事等が規制地域を指定するとともに，環境大臣が

騒音の大きさ，作業時間帯，日数，曜日等の基準を定めており，市町村長は規制対象となる特

定建設作業に関し，必要に応じて改善勧告等を行う。

（４）自動車騒音の規制

１）許容限度

　自動車単体から発生する騒音に対して，自動車が一定の条件で運行する場合に発生する自動

車騒音の大きさの限度値を環境大臣が定めている。

２）自動車騒音の要請限度

　都道府県等が定める指定地域内において，測定の結果，自動車騒音が環境省の定める限度値

を超えていることにより，周辺の生活環境が著しく損なわれていると認められる場合，市町村
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長は都道府県公安委員会に道路交通規制等の措置をとるよう要請する。

（５）深夜騒音等の規制

　深夜騒音等の規制に関しては，地方公共団体が，住民の生活環境保全の観点から，当該地域

の自然的，社会的条件に応じて必要な措置を講ずる。

３．５　騒音に係る環境基準について（平成 10 年環境庁告示第 64 号）（改正　平成 12 年３

月 28 日環告 20）

　環境基本法（平成５年法律第 91 号）第 16 条第１項の規定に基づく騒音に係る環境基準につ

いて次のとおり告示する。

　環境基本法第 16 条第１項の規定に基づく，騒音に係る環境上の条件について生活環境を保全

し，人の健康の保護に資する上で維持されることが望ましい基準（以下「環境基準」という。）

は，別に定めるところによるほか，次のとおりとする。

第１　環境基準

　１　環境基準は，地域の類型及び時間の区分ごとに次表の基準値の欄に掲げるとおりとし，

各類型を当てはめる地域は，都道府県知事が指定する。

　　　　　基　　準　　値

地域の類型 　昼　　間 　夜　　間

　ＡＡ 50 デシベル以下 40 デシベル以下

Ａ及びＢ 55 デシベル以下 45 デシベル以下

　Ｃ 60 デシベル以下　 50 デシベル以下

注１）時間の区分は，昼間を午前６時から午後 10 時までの間とし，夜間を午後 10 時から翌日

の午前６時までの間とする。

注２）ＡＡを当てはめる地域は，療養施設，社会福祉施設等が集合して設置される地域など特

に静穏を要する地域とする。

注３）Ａを当てはめる地域は，専ら住居の用に供される地域とする。

注４）Ｂを当てはめる地域は，主として住居の用に供される地域とする。

注５）Ｃを当てはめる地域は，相当数の住居と併せて商業，工業等の用に供される地域とする。

　ただし，次表に掲げる地域に該当する地域（以下「道路に面する地域」という。）については，

上表によらず次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。
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　　　　基　準　値

　　　　　　　　　地　域　の　区　分 　昼　　間 　夜　　間

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域 60 デシベル以下 55 デシベル以下

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域

及びＣ地域のうち車線を有する道路に面する地域 65 デシベル以下 60 デシベル以下

備考：車線とは，１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する

帯状の車道部分をいう。この場合において，幹線交通を担う道路に近接する空間につい

ては，上表にかかわらず，特例として次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。

　　　　　　基　　準　　値

　昼　　間 　　夜　　間

70 デシベル以下 65 デシベル以下

備考：個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれて

いると認められるときは，屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては 45 デシベル

以下，夜間にあっては 40 デシベル以下）によることができる。

（以下，略）

３．６　航空機騒音に係る環境基準について（昭和 48 年 12 月 27 日　環境庁告示第 154 号）

（改正　平５環告 91）

　公害対策基本法（昭和 42 年法律第 132 号）第９条の規定に基づく騒音に係る環境上の条件

のうち，航空機騒音に係る基準について次のとおり告示する。

　公害対策基本法第９条による騒音に係る環境上の条件につき，生活環境を保全し，人の健康

の保護に資するうえで維持することが望ましい航空機騒音に係る基準（以下「環境基準」とい

う。）及びその達成期間は，次のとおりとする。

第１　環境基準

　１　環境基準は，地域の類型ごとに次表の基準値の欄に掲げるとおりとし，各類型をあては

める地域は，都道府県知事が指定する。

地域の類型 基準値（単位：WECPNL）

　I　 70 以下

　II　 75 以下
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注）I� をあてはめる地域は専ら住居の用に供される地域とし，II� をあてはめる地域は� I� 以外の

地域であって通常の生活を保全する必要がある地域とする。

　２　１の環境基準の基準値は，次の方法により測定・評価した場合における値とする。

（１）測定は，原則として連続７日間行い，暗騒音より 10 デシベル以上大きい航空機騒音のピ

ークレベル（計量単位�デシベル）及び航空機の機数を記録するものとする。

（２）測定は，屋外で行うものとし，その測定点としては，当該地域の航空機騒音を代表する

と認められる地点を選定するものとする。

（３）測定時期としては，航空機の飛行状況及び風向等の気象条件を考慮して，測定点におけ

る航空機騒音を代表すると認められる時期を選定するものとする。

（４）評価は（１）のピークレベル及び機数から次の算式により１日ごとの値（単位：WECPNL）

を算出し，そのすべての値をパワー平均して行うものとする。

算式： dB A N( ) + � -10 2710log

注） dB A( )とは，１日のすべてのピークレベルをパワー平均したものをいい， Nとは，午

前０時から午前７時までの間の航空機の機数を N1，午前７時から午後７時までの間の

航空機の機数を N2，午後７時から午後 10 時までの航空機の機数を N3，午後 10 時か

ら午後 12 時までの間の航空機の機数を N4とした場合における次により算出した値を

いう。

N N N N N= + � + � +( )2 3 1 43 10

（５）測定は，計量法（平成４年法律第 51 号）第 71 条の条件に合格した騒音計を用いて行う

ものとする。この場合において，周波数補正回路はＡ特性を，動特性は遅い動特性

（SLOW）を用いることとする。

（以下，略）

３．７　新幹線鉄道騒音に係る環境基準について（昭和 50 年７月 29 日　環境庁告示第 46 号）

（改正　平５環告 91）

　公害対策基本法（昭和 42 年法律第 132 号）第９条の規定に基づく騒音に係る環境上の条件

のうち，新幹線鉄道騒音に係る基準について次のとおり告示する。

　公害対策基本法第９条による騒音に係る環境上の条件につき，生活環境を保全し，人の健康

の保護に資するうえで維持することが望ましい新幹線鉄道騒音に係る基準（以下「環境基準」

という。）及びその達成期間等は，次のとおりとする。

第１　環境基準

　１　環境基準は，地域の類型ごとに次表の基準値の欄に掲げるとおりとし，各類型をあては

める地域は，都道府県知事が指定する。
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地域の類型 　　　　　基準値

I 70 デシベル以下

II 75 デシベル以下

注）I� をあてはめる地域は主として住居の用に供される地域とし，II� をあてはめる地域は商工

業の用に供される地域等㈵以外の地域であって通常の生活を保全する必要がある地域とする。

　２　１の環境基準の基準値は，次の方法により測定・評価した場合における値とする。

（１）測定は，新幹線鉄道の上り及び下りの列車を合わせて，原則として連続して通過する 20

本の列車について，当該通過列車ごとの騒音のピークレベルを読み取って行うものとす

る。

（２）測定は，屋外において原則として地上 1.2 メートルの高さで行うものとし，その測定点

としては，当該地域の新幹線鉄道騒音を代表すると認められる地点のほか新幹線鉄道騒

音が問題となる地点を選定するものとする。

（３）測定時期は，特殊な気象条件にある時期及び列車速度が通常時より低いと認められる時

期を避けて選定するものとする。

（４）評価は，（１）のピークレベルのうちレベルの大きさが上位半数のものをパワー平均し

て行うものとする。

（５）測定は，計量法（平成４年法律第 51 号）第 71 条の条件に合格した騒音計を用いて行う

ものとする。この場合において，周波数補正回路はＡ特性を，動特性は遅い動特性

（SLOW）を用いることとする。

　３　１の環境基準は，午前６時から午後 12 時までの間の新幹線鉄道騒音に適用するものとす

る。
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４．地域の振動（参考文献［10］を参照。）

　一般の生活環境において「望ましい」振動などと言うことはあり得ない。

図　環境振動の種類と範囲（出典：参考文献［３］，p.20）

４．１　振動汚染の発生

　公害振動は交通機関，工場機械，建設工事などで発生し，主として地盤を，時には空気中を

伝搬し，建物を振動させ，生活環境に障害を与える。人体に直接感じるだけでなく，建物・建

具・家具類の共振やビリつき騒音を発生し異常感を与え，ひどいときは壁の亀裂や瓦がずれる

など物理的損傷を与えることがある。

４．２　距難減衰と伝搬径路での遮断

　地盤中の振動は，縦波だけでなく横波および表面波があり，周波数，振動方向，振幅により

それぞれ減衰性状が異なるのみでなく，媒質は伝搬性状の異なる土質の地層や地下水など不連

続部分を多く含み，その伝搬機構は非常に複雑である。また媒質の内部損失による減衰も異な

るため，距離減衰の正確な予測は困難である。

　伝搬径路で振動を遮断するため，溝を掘ったり，地中に遮断壁を設けたりする試みが古くか

ら行われている。溝の場合は，波長と同程度の探さで振幅比がほぼ 1／10 程度に減衰という報

告が多いが，影響を与える要因が多く，まだ信頼できる予測方式はない。

　地盤から建物に振動が伝搬すると，普通の木造家屋の板の間で地面の震動レベルより数 dB

増幅されることが多いが，家屋の構造や階高，振動方向などが複雑に関係するので確実な予測

は難しい。

４．３　振動汚染の特性

　公害振動に共通した特性を挙げると，以下の通りである。
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①例外を除き振動源から 10～20m くらいまでで，100m 以上には広がらない。

②一般に，鉛直振動が水平振動より大きい。

③振動周波数は普通１～90Hz の範囲である。

４．４　振動規制法の概要（昭和 51 年法律第 64 号）（最終改正：平成 12 年５月 31 日法律第

91 号）

（１）目　的

　振動規制法は，工場及び事業場における事業活動並びに建設工事に伴って発生する相当範囲

にわたる振動について必要な規制を行うとともに，道路交通振動に係る要請限度を定めること

等により，生活環境を保全し，国民の健康の保護に資することを目的とする。

（２）工場・事業場振動の規制

　振動規制法では，機械プレスや圧縮機など，著しい振動を発生する施設であって政令で定め

る施設を設置する工場・事業場が規制の対象となる。

　具体的には，都道府県知事が振動について規制する地域を指定するとともに，環境大臣が定

める基準の範囲内において時間及び区域の区分ごとの規制基準を定め，市町村長が規制対象と

なる特定施設等に関し，必要に応じて改善勧告等を行う。

（３）建設作業振動の規制

　振動規制法では，くい打機など，建設工事として行われる作業のうち，著しい振動を発生す

る作業であって政令で定める作業を規制対象としている。

　具体的には，工場振動と同様に都道府県知事等が規制地域を指定するとともに，環境省令で

振動の大きさ，作業時間帯，日数，曜日等の基準を定めており，市町村長は規制対象となる特

定建設作業に関し，必要に応じて改善勧告等を行う。

（４）道路交通振動の規制

　市町村長は，振動の測定を行った場合において，指定地域内における道路交通振動が環境省

令で定める限度を超えていることにより道路周辺の生活環境が著しく損なわれていると認める

ときは，道路管理者に当該道路の修繕等の措置を要請し，又は都道府県公安委員会に対し道路

交通法の規定による措置を要請する。
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５．騒音・振動による被害（トラブルについては参考文献［４］と［10］を参照。防止策につ

いては［11］と［12］を参照。）

　睡眠妨害，生活妨害（会話妨害，電話妨害，テレビなどの視聴妨害），家族団らん・教育環境・

労働環境の破壊，それらによるストレス，精神不安等精神的被害が多いが，それにとどまらず，

ノイローゼなどの精神的疾患や難聴，高血圧，胃腸障害といった身体的疾病にいたる場合もあ

る。しかし，騒音などと疾病についての因果関係の立証は容易ではない。

図　振動の睡眠に及ぼす影響（列車振動を前提としたもの）（出典：参考文献［３］，p.21）

５．１　国道 43 号線事件・最高裁第２小法廷判決（平成７年７月７日）

　国の管理する国道 43 号線（大阪市から神戸市にいたる総延長約 30km の幹線道路），及び，

43 号線敷地内に存する阪神高速道路公団の管理する高架構造の自動車専用道路（兵庫県高速神

戸西宮線・大阪西宮線）の自動車交通による騒音・振動・排気ガスによって地域環境の破壊及

び健康で快適な生活の破壊が生じているとして，沿線住民ら（一審原告 149 名，二審 220 名）

が，騒音・二酸化窒素の侵入差止と過去及び将来の拐害賠償を請求した事案である。賠償請求

に関し，一・二審とも慰謝料の一部を認容し，将来の損害賠償請求は却下した。沿線住民ら，

国・阪神高速道路公団ともに上告。上告棄却。

５．２　大阪国際空港事件・最高裁大法廷判決（昭和 56 年 12 月 16 日）

　大阪国際空港に離着陸する航空機の発する騒音・振動等により精神的被害（不快感，墜落の

恐怖感等），身体的被害（難聴，胃腸障害，高血圧，ノイローゼ等），生活妨害（睡眠妨害，会

話妨害，テレビ等の視聴妨害，電話の通話妨害等），教育環境の破壊等の被害を主張して，空港

周辺地域の住民Ｘ1 ら（一審原告 264 名，被上告人 302 名）が，国に対し，人格権・環境権に

基づき夜間の飛行禁止と，民法 709 条・国家賠償法２条１項に基づき慰謝料の支払いを請求し

た事件である。賠償請求に関して，一審（大阪国際空港事件・大阪地裁判決，昭和 49 年２月 27
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日）は，過去の分として 50 万円，30 万円，20 万円，10 万円の４ランクに分けて賠償を認容

した（国家賠償法１条１項を根拠とする）が，Ｂ滑走路供用開始後転居してきたＸ2～Ｘ4 の３

名については，「危険への接近」の理論を適用して請求を棄却し，将来の慰謝料請求について

も，慰謝料算定の基礎となるべき事実ないし条件の未確定を理由にこれを棄却した。Ｘ1ら

（Ｘ2 を除く）・国双方が控訴。二審（大阪国際空港事件・大阪高裁判決，昭和 50 年 11 月 27

日）は，国家賠償法２条１項を適用して賠償請求を認容したが，賠償額を増額し，将来の賠償

請求についても一部認容し，「危険への接近」の理論により請求を棄却されたＸ3・Ｘ4 の２名

についても，右理論を否定して，国に賠償を命じた。国が上告。最高裁は，国家賠償法２条１

項を適用して賠償請求を認容した原判決を支持するが，Ｘ3・Ｘ4 については「危険への接近」

の理論が適用されうることを指摘して原審に差し戻した（補足意見，反対意見がある）。

５．３　名古屋新幹線事件・名古屋高裁判決（昭和 60 年４月 12 日）

　名古屋市南区，熱田区，中川区の東海道新幹線沿線７km 区間の軌道両側から 100m 以内に

居住する原告ら（一審提訴時 575 名，二審控訴原告 456 名・不控訴原告 67 名）は，新幹線の

走行にともなう騒音・振動により，頭痛・自律神経失調症等の身体的被害，会話妨害・睡眠妨

害等の日常生活上の被害をこうむっているとして，日本国有鉄道に対し，新幹線の差し止めと

過去の慰謝料（１人当たり 100 万円）及び将来の慰謝料（差し止めが実現するまで１人当たり

月２万円）を請求した。原審（名古屋新幹線事件・名古屋地裁判決，昭和 55 年９月 11 日）は，

過去の慰謝料請求のみを認容し，差止請求を棄却し，将来の慰謝料請求を却下した。原告ら・

日本国有鉄道双方の控訴に対し，本判決もまた，過去の慰謝料請求のみを認容し，差止請求を

棄却し，将来の慰謝料請求を却下した。原判決が賠償違法に公共性を斟酌しないとしていたの

に対し，本判決は，公共性も賠償違法の受忍限度判断因子とした。また，具体的な受忍限度値

を原判決よりも高い基準を採用して，低レベル被害者の賠償請求を否定し，その他，被害を狭

く個別的に認定する等して，賠償額は大幅に減額されている（認容額合計は一審５億 2815 万円，

二審２億 9895 万円）。

５．４　近隣妨害に関連する訴訟

　住宅などのクーラー，マンションのフローリング，マンション居住者の引っ越し荷物積み下

ろし作業に伴う騒音，ゴルフのパター練習によって発生する騒音，従業員宿舎での住み込み従

業員の出すテレビ・電蓄の高温・飲酒をしての大騒ぎなどの騒音，ペット・飼い犬の鳴き声・

吠え声，カラオケ店から発生する騒音，ライブハウスによる騒音，卓球場からの騒音など。
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